
今、もっぱら抱えている課題と取り組み対策

わが国の農業・農協等における、以下の動きをどう受け止め、そして、どう取り組むか。

①今、何が起きているのか

圧倒的な農業従事者の減少と高齢化

平成２２年の基幹的農業従事者は２０５万人で、平均年齢は６６．２歳だったが、令和２
年は１３６万人に減少し、平均年齢も６７．８歳へ高齢化した。
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農地面積は昭和３５年に６０７万haだったが、令和２年には４３７万haまで減少した。
作付面積や耕地利用率も減少傾向にある。

農地面積の減少
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農林水産物の輸出額は、令和２年に９２００億円、令和３年に１兆円を突破した一方で、
ここ数年の輸入額は８～９兆円で推移しており、圧倒的に輸入が多くなっている。

＜輸出額＞ ＜輸入額＞

物流の高速化と輸出入の拡大
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（単位：億円）



担い手への農地集積による規模拡大は進んでおり、令和元年度の集積率は５７．１％と
なった。
農地集積率を地域別に見ると、北海道が９割を超えているほか、水田が多く、基盤整備が

進んでいる東北や北陸地方で高くなっている。

機械化と農地の規模拡大

＜担い手への農地集積率＞ ＜地域別の農地集積率＞
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戦後、日本人の食生活は大きく変化してきた。例えばコメについては、昭和４０年度には
１日５杯食べていたが、令和元年度は１日２．５杯と、半減した。

食生活の変化
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主食用米の需要は年々減少している。直近では新型コロナによる需要減も加わり、令和２
年産米の需要は６９２万トンとなった。
また、これによりコメ価格は低下している。令和３年産米の平均価格は、６０キロあたり

１１９５０円となっている。

コメ消費の減退
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・家族 →法人化、会社化、広域化、地域化
・共同・協同→個別化、広域化、地域化
・物流 →地域化、複雑化、高度化、広域化
・個人商店 →スーパー化
・食の地域性→圧倒的な広域化
・多国籍化→外国企業の参入、圧倒的な輸入依存

②経済・社会では、何が生じているか

＜１農業経営体あたりの経営耕地面積＞

＜主な農産物の輸入額と輸入先国＞
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国

農業所得に占める
補助金の割合（％）

農業生産額に対する
農業予算比率（％）

2006年 2013年 2012年

日本 15.6 30.2 38.2

アメリカ 26.4 35.2 75.4

フランス 90.2 94.7 44.4

ドイツ - 69.7 60.6

イギリス 95.2 90.5 63.2

＜農業所得に占める補助金の割合等＞



③さらに、どこに向かうのか
→多国籍化、多様化

④政策で求められるもの
→担い手の確保、自給率の維持、美しい景観、環境

＜新規就農者の数＞

＜うち49歳以下＞

＜食料自給率の推移＞

令和２年度の食料自給率（カロリーベース）は３７％。
現行の食料・農業・農村基本計画では、令和１２年度までに、
４５％の自給率目標を掲げている。
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荒廃農地の面積は令和元年度で２８．４万haと、横ばいが続いている。このうち再生利用
された面積は、令和元年度で０．８万haであり、きわめて少ない。
農林水産予算は昭和５７年度の３兆７０００億円がピークであり、令和２年度は２兆３０

００億円。ここ数年は横ばい傾向にある。

④政策で求められるもの
→水、農地の保全、財政負担への合意

＜荒廃農地の面積＞ ＜農林水産予算の推移＞

9



⑤懸念される事々
→進もうとしている方向への懸念

→「輸入すればいい」ということでいいのか

→何が出来るのか、政策の重点をどこに置くか

→政策の方向への合意

⑥何をするか、何が出来るか
→食・農についての学校教育の充実、農地確保、担い手の育成、所得安定対策

＜農業高校・農業大学校等からの就農状況＞

農業系の学校から就農する
割合は、
農業高校から約３％、
農業大学校等から約５０％、
農業系の大学から約３％
となっている。
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